
 

81 

第５章 都市計画の推進に向けた方策 

１．総合的な施策展開の推進 

 都市づくりに関する課題が多様かつ複雑化している現代社会において、効果的かつ効率的に都

市づくりを進めるためには、都市計画分野に関わる部局はもちろん、子育て、教育、福祉、文

化・芸術など他分野との組織横断的な連携・協力による総合的な施策として取り組むことが一層

重要視されています。 

 そのため今後の都市づくりにおいては、本方針の目標像の実現に向けて、社会情勢の変化や

国・県との役割分担、本市の持続可能な財政運営との整合などを踏まえ、展開する施策の重点化

などを図りながら、関係部局が一体となりハードとソフト両面での推進方策を検討し、総合的に

施策を展開していきます。 

 また、本市が選ばれる都市となるためには、行政による取り組みだけではなく、市民や企業等

が主体又は連携した取り組みによる個性的で多様性のある都市づくりを行っていきます。 

 

 

２．地域別構想の策定 

 都市計画法第 18 条の 2 で規定されている「市町村の都市計画に関する基本的な方針」は、目

指す将来像を実現するための主要な課題に対応した整備方針などを定めた全体構想（本方針）

と、これを踏まえて一定の地域ごとにあるべき市街地像の実現のための施策を詳細に定めた地域

別構想の 2 層構成が一般的になっています。 

 これまで本市では、都心や広域拠点（泉中央地区・長町地区）への都市機能集約と、地域特性

を踏まえた地区間の分担と連携が重要であったことから、この 3 地区において地域特性を踏ま

えたきめ細やかなまちづくり方針を示す地域別構想を策定し、取り組みを進めてきました。 

 この 3 地区については、今後も引き続き、きめ細やかな土地利用方針や円滑な都市交通の確

保、豊かな緑地空間の確保、魅力ある街並み形成の方針などを示す地域別構想を策定し、都心や

広域拠点それぞれの地区にふさわしい都市機能の集積を一層推進しながら、都市の活力と魅力の

向上に取り組んでいきます。 

  



 

82 

 

３．立地適正化計画の策定 

急速な人口減少と高齢化を背景として、高齢者や子育て世代にも、安心で快適かつ健康的な生

活環境を実現するとともに、財政面や経済面において持続可能な都市経営をすることは、本市の

みならず、日本国内におけるまちづくりの大きな課題となっています。 

こうした中、国は行政と住民や民間事業者が一体となってコンパクトなまちづくりを促進する

ため、2014（平成 26）年に都市再生特別措置法を改正し、立地適正化計画制度を創設しまし

た。これによって、居住機能や医療・福祉・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する

包括的な計画となる立地適正化計画を策定することが可能となりました。 

本市では、1999（平成 11）年に策定した「都市計画の方針」において、「拡大型の市街地形

成」から「鉄道を基軸とした機能集約型の都市づくり」への転換を図って以降、鉄道を基軸とし

た機能集約型の都市づくりを継続的に取り組んでいます。今後も、鉄道を基軸とした機能集約型

の都市づくりの考え方に基づいた取り組みを進めるとともに、本方針に掲げる都市づくりの目標

像の実現に向け、適正な土地利用や都市機能の誘導を進めるため、具体的な方針を示す立地適正

化計画の策定に取り組みます。 

 

 

４．社会の変化に対応する都市計画 

2019（令和元）年に発生した新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、日本国内で

も緊急事態宣言が発令される事態となり、都市における人々の活動や価値観に大きな変化をもた

らす機会となりました。今後は、このような事態に加え、異常気象や大規模災害の多発など、未

来を予見することが困難な時代に突入しています。そのような中で、誰もが安心して活動するこ

とができる都市であり続けるためには、現時点で予見することのできない社会の変化への対応力

を高めていくことが必要です。 

本市は、東日本大震災という未曽有の事態においても、多様な協働を通じて復興を推進し、都

市の価値を高めてきており、今後においても社会に起こりうる大きな変化に柔軟に適応して都市

計画を推進していきます。このような社会の変化に加え、都市計画を取り巻く制度や考え方等の

変化に対応するため、本市における都市計画について必要に応じた見直しを行います。 

また、都市計画の分野の中でも、個人単位の行動データを基に人の動きをシミュレーション

し、施策実施の効果を予測した上で施設配置や空間形成、交通施策を検討するスマート・プラン

ニングが実践されています。本市においても、今後はビッグデータや最先端技術を活用した計画

手法を用いた都市計画の検討に取り組みます。 
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１．都市における活動のイメージ図 

 

 

 

 

  

広域拠点 

（泉中央地区） 

都 心 

国際学術文化交流拠点 

（青葉山周辺地区） 

国際経済流通拠点 

（仙台塩釜港周辺地区） 

交流再生区域 

郊外住宅地 

※本市の都心や各拠点、郊外住宅地において行われる様々な活動を 

イメージした図であり、実際の位置関係とは異なります。 

広域拠点 

（長町地区） 

郊外住宅地 
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２．仙台市都市計画協議会での検討経過 

 

年 月 日 会  議 内  容 

平成 31（2019）年

3 月 20 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 1 回） 

現行都市計画マスタープランの概要と次期都市計画

マスタープラン策定に向けたスケジュールについて 

令和元（2019）年

7 月 23 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 2 回） 

現行都市計画マスタープランの振り返りについて 

令和元（2019）年

11 月 20 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 3 回） 

都市計画を取り巻く動向、都市づくりの視点について 

令和 2（2020）年 

3 月 24 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 4 回） 

都市づくりの視点や基本方向、計画構成について 

令和 2（2020）年 

6 月 3 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 5 回） 

都市づくりの目標像と骨子案について 

令和 2（2020）年 

8 月 31 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 6 回） 

次期都市計画マスタープラン素案について 

令和 2（2020）年 

10 月 13 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 7 回） 

次期都市計画マスタープラン素案修正版について 

令和 2（2020）年 

11 月 4 日 

仙台市都市計画協議会意見聴取 

（第 8 回） 

次期都市計画マスタープラン中間案の決定について 

 

◆仙台市都市計画審議会（協議会）委員名簿 
（敬称略） 

 会 長 奥村 誠  東北大学大学院教授  会長代行 姥浦 道生 東北大学大学院教授 

     石川 健治 仙 台 市 議 会 議 員      内海 裕之 宮城県警察仙台市警察部長 

     梅野 修一 国土交通省東北地方整備局長      加藤 和彦 仙 台 市 議 会 議 員 

     鎌田 城行 仙 台 市 議 会 議 員      亀山 秀一 国土交通省東北運輸局長  

  菅野 芳人 仙 台 弁 護 士 会      菊地 崇良 仙 台 市 議 会 議 員 

     今野 薫  仙台商工会議所専務理事      佐々木 均 仙台市農業委員会会長 

     庄司 俊充 仙 台 市 議 会 議 員      鈴木 広康 仙 台 市 議 会 議 員 

     高橋 直子 宮 城 県 建 築 士 会      多田 千佳 東北大学大学院准教授 

     福井 大輔 市 民 委 員      福嶋 路  東北大学大学院教授 

     本多 恵子 市 民 委 員      渡辺 敬信 仙 台 市 議 会 議 員 

    （青山 達二 宮城県警察仙台市警察部長）    （飯島 淳子 東北大学大学院教授） 

    （木村 勝好 仙 台 市 議 会 議 員）    （齋藤 敏明 市 民 委 員） 

（佐藤 わか子 仙 台 市 議 会 議 員）     （佐藤 克英 国土交通省東北地方整備局長） 

    （嶋中 貴志 仙 台 市 議 会 議 員）    （庄司 利信 市 民 委 員） 

    （髙田 昌行 国土交通省東北地方整備局長）    （髙橋 春男 仙 台 弁 護 士 会） 

    （西澤 啓文 仙 台 市 議 会 議 員）    （吉田 耕一郎 国土交通省東北運輸局長） 

※括弧書き委員は、意見聴取を開始（2019（平成 31）年 3 月 20 日）してから、中間案決定（2020（令和 2）年 11 月

4 日）するまでの間に交代している委員で、委員に就任していた当時の所属を記載しています。 
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３．用語の説明 
  

 あ 

【ICT】 

「Information and Communication 

Technology」の略で、「情報通信技術」と

訳され、情報・通信に関連する技術一般

の総称。 

【居久根（いぐね）】 

屋敷林と同じ意味で、屋敷の周りを囲む

樹林。樹種はスギ、ケヤキ、クリ、ハン

ノキなどさまざまで、冬の北西風や吹雪

を防ぐのに役立っている。かつては、建

築材・燃料・食料の調達など、生活に深

いかかわりを持ち、屋敷の目隠しの役割

も果たしていた。 

【イノベーション】 

革新。新たなものを創造する変革を起こ

すことで経済や社会に付加価値を生み出

すことを表す言葉として使われている。 

【インフラ】 

インフラストラクチャーの略語。一般的

には、道路や鉄道、上下水道、港湾など

の公共的・公益的な設備や施設、構造物

などのことをいう。 

【ウォーカブル】 

「歩く」の“walk”と「～できる」の

“able”を組み合わせて作られた「歩く

ことができる、歩きやすい」という意味

の形容詞“walkable”（ウォーカブル）の

名詞形で、地域環境の歩きやすさを表す

概念。 

【NPO】 

「Non Profit Organization」の略で、「非

営利組織」と訳され、さまざまな社会貢

献活動を行い、団体の構成員に対し利益

を分配することを目的としない団体の総

称。 

【エリアマネジメント】 

住民・事業主・地権者などによる、地域

における良好な環境や地域の価値を維

持・向上するための主体的な取り組み。 

【延焼遮断帯】 

市街地における火災の延焼を阻止する機

能を果たす、道路などの都市施設と、そ

れら沿線の一定範囲に建つ耐火建築物に

より構築される帯状の不燃空間。 

【オープンイノベーション】 

イノベーションを起こすための知識や情

報を、他組織や機関で活用することでイ

ノベーションの創出を目指す概念。 

【オープンスペース】 

道路や広場等の公共施設及び民間施設に

おける公開空地等の公共的な空間。 

 

 か 

【海岸防災林】 

暴風、飛砂、潮風、高潮、濃霧などによ

る沿岸の災害を防止し、生活環境の改善

に役立っている海岸林の総称。 

【街区公園】 

公園を中心に半径 250メートル程度の範

囲に居住する人々の利用を目的とする小

規模な公園。 

【開発行為】 

主として建築物またはコンクリートプラ

ントやゴルフ場などの工作物を建設する

目的で行う土地の区画形質の変更。都市

計画法により市街化区域内での一定規模

以上の開発行為や市街化調整区域での開

発行為については、市長の許可を受ける

必要がある。 

【滑動崩落防止施設】 

地震等により地盤の滑動崩落被害を受け

た区域に設置する抑止杭、固結体、グラ

ウンドアンカー等の施設のこと。 

【環境影響評価制度】 

道路やダムの建設、住宅団地の造成など

一定規模以上の開発事業を行う場合、そ

れが周辺の環境にどのような影響を与え

るかを事業者自身が事前に調査・予測・

評価し、その結果を公表して住民や行政

から環境の保全について意見を聴き、環

境の保全および創造の措置を検討するこ

とにより、事業が及ぼす環境への影響を

できる限り小さくするための手続き。 

【緊急輸送道路】 

大規模な災害が起きた場合において、避

難・救助をはじめ、物資の供給、諸施設

の復旧など広域的な応急対策を行うため
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に重要な路線として位置づけられた道

路。 

【近隣公園】 

公園を中心に半径 500メートル程度の近

隣の住民を対象として、休養・散策に供

する公園。 

【区域区分（線引き）】 

計画的な市街化を図るため、都市計画区

域を市街化区域および市街化調整区域に

区分して指定すること。概ね 5年ごとに

行われる都市計画基礎調査にもとづき、

人口、産業などの見通し、市街化の現況

および動向を勘案して実施する。 

【グリーンインフラ】 

コンクリート等の人工構造物による従来

型の都市基盤に対して、良好な景観形成

や雨水の貯留・浸透、ヒートアイランド

現象の緩和など、自然環境が持つ多様な

機能に着目し、それを都市基盤として活

用するという考え方。 

【グリーンビルディング】 

エネルギーや水の使用量削減、施設の緑

化など、建物全体の環境性能が高まるよ

う最大限配慮された建築物の総称。 

【グリーンスローモビリティ（GSM）】 

電動で、時速 20km未満で公道を走るこ

とが可能な４人乗り以上の公共交通。 

【グリーンツーリズム】 

農林業地域が育んできた自然や生活文化

の資源を活用し、市民が農作業体験をし

たり、地域の伝統行事や食文化に触れた

りするなど、ゆとりある楽しさを享受す

る余暇活動。 

【景観重点区域】 

「杜の都」として一体的な景観形成を図

る景観計画区域（仙台市全域）のうち、

景観形成のきめ細かな一層の推進を図る

区域として、景観法に基づく仙台市景観

計画において定められている。 

【景観地区】 

良好な景観形成を図るため、建築物の形

態意匠・高さや壁面の位置等について、

総合的に規制するために都市計画で定め

る地区。 

【広告物モデル地区】 

仙台市屋外広告物条例に基づき、広告物

等に関する優れた景観の形成が特に必要

であると認められた区域について、広告

物整備計画を定めて指定した地区。 

【高度地区】 

北側隣地の日照を確保し良好な住環境を

保護するため、建築物の高さの制限を指

定する地区。 

【交通結節機能（交通結節点）】 

異なる交通手段（場合によっては同じ交

通手段）を相互に連絡し、乗り換え・乗

り継ぎできる機能とその施設。交通結節

点の具体的な施設としては、鉄道駅、バ

スターミナル、自由通路や階段、駅前広

場、歩道などがある。 

【合流式下水道】 

汚水及び雨水を同一の管路で排除する方

式の下水道のこと。 

【コミュニティサイクル】 

地域内での自転車の利用拡大を目的とし

て、複数のサイクルポートを配置し、任

意のサイクルポートで自転車を借りたり

返したりすることのできる都市交通シス

テム。 

【コンベンション】 

国内外からの参加者を集めて行われる大

きな会議や催し。 

 

 さ 

【再生可能エネルギー】 

自然界から取り出すことができ、一度利

用しても比較的短期間に再生が可能なエ

ネルギー資源のことで、水力、太陽光、

太陽熱、風力、地熱、波力などがある。 

【産官学金】 

企業の新製品・新技術の開発や技術的課

題を解決するなどのために、大学・高専

や公的研究機関の研究者から技術指導を

受けたり、研究者と一緒に共同研究など

を行う取り組みに、産業支援機関や金融

機関が、窓口相談や情報提供、伴走支援

など一緒になって取り組むこと。 

【市街化区域】 

市街化を促進する区域として、都市計画

で定める区域。既成市街地や、概ね 10年

以内に計画的に市街化を図るべき区域に

指定される。 
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【市街地開発事業】 

総合的な計画に基づき、公共施設の整備

に合わせた宅地や建築物の整備を行い、

面的な市街地の開発を積極的に図るも

の。都市計画に位置づけられる市街地開

発事業には、土地区画整理事業、新住宅

市街地開発事業、工業団地造成事業、市

街地再開発事業、新都市基盤整備事業、

住宅街区整備事業、防災街区整備事業が

ある。 

【市街地再開発事業】 

既成市街地の整備手法の一つであり、土

地利用上および防災上問題を抱えた市街

地において敷地の統合、共同建築物への

建て替え、街路・公園などの公共施設と

オープンスペースの確保などにより、快

適で安全な都市環境を再生する事業。 

【事業継続計画（BCP）】 

行政や企業等が自然災害などの緊急事態

に遭遇した場合に、事業資産の損害を最

小限にとどめつつ、事業の継続や早期復

旧を可能とするため、平常時から行うべ

き活動や緊急時における事業継続のため

の方法、手段等を取り決めておく計画。 

【次世代放射光施設】 

放射光（光速付近まで加速した電子を磁

力で強制的に軌道を曲げた時に発生する

強力な電磁波（光）のこと）を用いて、

物体の構造をナノレベルで見ることがで

きる巨大な顕微鏡施設。材料科学や分析

化学、宇宙・地球科学、環境科学、医

学・生命科学等の幅広い分野における新

製品開発などに利用されている。 

【自動車専用道路網（ぐるっ都・仙台）】 

仙台都市圏高速環状ネットワークのこと

で、仙台都市圏を環状に結ぶ自動車専用

道路ネットワーク。東北縦貫自動車道、

三陸自動車道、仙台東部道路、仙台北部

道路、仙台南部道路の 5路線で構成さ

れ、2010（平成 22）年 3月に全線開通。 

【社寺林】 

神社や寺院の敷地内にある森林のこと。 

【新型コロナウイルス感染症】 

「新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）」は、2019（令和元）年に新たに発見

された人に感染する「コロナウイルス」

による感染症。 

【水源涵養林】 

水源を保ち、河川の流量を調整するため

の森林。森林地の土壌は隙間が多く、透

水性・保水性に富んでいるため、雨水は

土中によく浸透し、徐々に河川に流出す

るので、常に一定の流量を保つことがで

きる。 

【スタートアップ】 

経済分野で、短期間で、新たなビジネス

モデルの構築や新たな市場開拓を目指す

動きの概念として用いられ、一般的に企

業や新規事業の立ち上げの意味を表す。 

【スマートシティ】 

先進的技術の活用により、都市や地域の

機能やサービスを効率化・高度化し、各

種の課題の解決を図るとともに、快適性

や利便性を含めた新たな価値を創出する

まちづくりの取り組み。 

【仙塩広域都市計画区域】 

本市を中心とした 6市 4町 1村により構

成される都市計画区域。 

【せんだいスマート】 

市民の方に公共交通の利用方法や利便

性、利点等を知って頂くことで自発的に

車やバイクから公共交通や自転車等に転

換して頂く取り組み。 

【仙台防災枠組 2015-2030】 

2015年 3月に、国連が主催し、本市で開

催された「第 3回国連防災世界会議」の

成果文書。2030（令和 12）年までの国際

的な防災の取組指針であり、防災の主流

化、事前の防災投資などの新しい考え方

を提示し、女性や子供、企業など多様な

主体の役割を強調したのが特徴。 

【総合設計制度】 

敷地内に一般に公開された広場や緑地等

の空地を確保する良好な建築計画に対し

て、容積率や高さ制限等の緩和を行い、

市街地環境の整備、改善を図る制度。 

 

 た 

【多層緑化】 

敷地内の緑化のうち、高木・中木などと

低木、地被類、花壇等を組み合わせて行

う植栽。 
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【地域地区】 

都市計画法で定められた土地の区分。都

市計画区域内の土地を類別し、建築物な

どについて必要な制限を行うことによっ

て、土地を合理的に利用する目的で定め

るもの。具体的には用途地域、特別用途

地区、高度地区、高度利用地区、都市再

生特別地区、防火地域、準防火地域、風

致地区などがある。 

【地域公共交通計画】 

地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律に基づき、地方公共団体が作成する

計画。まちづくりと連携した公共交通ネ

ットワークの形成や地域における輸送資

源の総動員等を計画に位置付け、地域が

自ら公共交通をデザインするもの。 

【地域交通】 

公共交通のサービスレベルが低い地域等

において、通勤・通学、通院、買い物等

の日常生活に必要不可欠な目的のために

運行する、民間事業者等による既存の公

共交通を補完する交通手段。 

【地区計画】 

地域特性に応じたきめの細かい環境整備

を行うために、住民等の合意のもとに都

市計画として定めるもの。具体的には、

地区内の道路、公園の配置や建築物の用

途、大きさ、デザインを定めるもののほ

か、一定の条件のもとに容積率制限や斜

線制限を緩和するものもある。 

【デジタルサイネージ】 

屋外、公共空間、交通機関等あらゆる場

所で、ディスプレイ等の電子的な表示機

器を使って様々な情報を発信するメディ

アの総称。 

【特別用途地区】 

用途地域の土地利用の規制に加え、その

地区特有の目的に応じて規制の強化や緩

和を行うことにより、土地利用の向上や

環境の保護等を図るため指定される地

区。市の条例により建築物の制限が行わ

れる。 

【特別緑地保全地区】 

良好な都市環境の形成を図り、健康で文

化的な都市生活の確保に寄与することを

目的として、都市緑地法に基づき、風致

または景観が優れており、かつ該当地域

の住民の健全な生活環境を確保するため

に定める区域。地区内では建築物の建

築、宅地の造成、木竹の伐採などが原則

禁止される。 

【都市機能】 

都市の持つ様々な働きやサービス。商

業、業務、工業、流通、居住などの機能

をはじめ、これを支える交通、ライフラ

イン、各種処理施設などの機能に加え、

教育、文化、芸術、交流、娯楽、政治、

行政などの都市におけるあらゆる活動主

体の多様なニーズに対応する機能の総

称。 

【都市計画区域】 

都市計画法に基づき、一体的な都市とし

て整備、開発及び保全する必要がある区

域。原則として都道府県が指定する。 

【都市計画提案制度】 

住民などの主体的なまちづくりの推進や

地域の活性化のため、都市計画の決定ま

たは変更を提案することができる制度。 

【都市再生緊急整備地域】 

都市の再生の拠点として、都市開発事業

などを通じて緊急かつ重点的に市街地の

整備を推進するため、都市再生特別措置

法に基づき政令で指定される地域。 

なお、特定都市再生緊急整備地域は、

都市再生緊急整備地域の内から、都市の

国際競争力の強化を図る上で特に有効な

地域として政令で指定される地域。 

【都市再生推進法人】 

都市再生特別措置法に基づき、地域のま

ちづくりを担う法人として、市町村が指

定するもの。市町村は、まちづくりの新

たな担い手として行政の補完的機能を担

いうる団体を指定できる。 

【都市再生特別地区】 

都市再生緊急整備地域内において都市の

再生に貢献し、特別の用途、容積、高さ

などの建築物の建築を誘導する必要があ

る区域として、都市計画で定める地区。 

【都市施設】 

道路、公園、下水道等、都市機能の確保

のために必要なまちづくりの骨格となる

施設。このような施設のうち必要なもの

を都市計画決定している。 
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【（せんだい）都心再構築プロジェクト】 

「杜の都」仙台の都市個性を生かしなが

ら、賑わいと交流、そして継続的な経済

活力を生み出し続ける躍動する都心を目

指し、市民や事業者の方々等との連携の

もと、挑戦を重ねながら都心部の機能強

化を進めていくプロジェクト。令和元年 7

月に第一弾施策、令和 2年 9月に第二弾

施策を公表。 

【土地区画整理事業】 

健全な市街地として整備するために、土

地所有者が土地の一部を提供しあい、道

路、公園、下水道などの公共施設を総合

的に整備するとともに、敷地の利用を増

進するため個々の宅地を整然と道路に面

するよう、区画形質の変更を行う事業。 
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【二次交通】 

一般的に、市域外から市域内の鉄道駅な

どの交通拠点までの移動に用いる交通機

関を一次交通といい、交通拠点から目的

地までの交通機関を二次交通という。 

【農業振興地域制度】 

農業振興地域の整備に関する法律に基づ

き、市町村が策定する農業振興地域整備

計画により農用地として利用すべき土地

を農用地区域として設定し、農業の健全

な発展のために必要な施策を集中的に実

施する制度。 
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【バイオマス】 

木や草など、再生可能な生物由来の有機

性の資源のことで、「Bio（生物）」と

「Mass（量）」を組み合わせた用語。バ

イオマスは、燃焼すると二酸化炭素を排

出するが、その成長過程で光合成により

二酸化炭素を吸収しており、全体で見る

と大気中の二酸化炭素の収支はゼロとみ

なせるという特徴がある。 

【パーソントリップ調査】 

「どのような人が」、「いつ」、「どのよう

な目的で」、「どこからどこへ」、「どのよ

うな交通手段で」移動をしているかを調

べる交通実態調査の一つ。仙台都市圏で

は、過去 5回の調査を実施している。 

【東日本大震災】 

2011（平成 23）年 3月 11日 14時 46分

に、三陸沖の宮城県牡鹿半島の東南東

130km付近で発生した、深さ 24kmを震

源とする地震。マグニチュードは、1952

（昭和 27）年のカムチャッカ地震と同じ

9.0で、日本国内観測史上最大規模、アメ

リカ地質調査所によれば、1990年以降、

世界で 4番目の規模。 

【フィーダーバス】 

主に鉄道を利用する移動の場合に、自宅

から駅までの端末的な輸送をフィーダー

輸送といい、その輸送を担うバスをフィ

ーダーバスという。 

【風致地区】 

都市内の樹林地、丘陵、渓谷、水辺など

のすぐれた自然的景観を形成している地

区や、歴史的な人文景勝地について、建

築物の建築、宅地の造成、木竹の伐採等

を規制し、都市の自然景観や良好な都市

環境の維持を図るために都市計画で定め

る地区。 

【防火地域・準防火地域】 

建築物が密集する市街地において火災に

よる延焼拡大を防除するために指定する

地域。これらの地域に指定されると、建

築物の規模や階数に応じて耐火建築物や

準耐火建築物等の構造とする必要があ

り、建築の制限を受ける。 

【防災環境都市】 

本市が歴史の中で築き上げてきた、豊か

な自然と市民の暮らしや都市機能が調和

した「杜の都」としてのまちづくりに、

東日本大震災の経験や教訓を踏まえて、

防災の視点を織り込んだ都市のあり様を

示すスローガン。安全に安心して市民生

活や経済活動を営むことができる、持続

可能な魅力あるまちづくりを国内外に発

信し、都市の価値を高めていくための取

り組みを進めている。 

【保存緑地】 

杜の都の環境をつくる条例にもとづき、

都市の健全な環境を確保するために、保

全を目的として指定される緑地。開発な

どの行為を行う際には届け出が必要で、
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市は保存緑地の保全のために必要がある

と認めたときは助言または勧告を行うこ

とができる。 

 

 ま 

【MaaS】 

「Mobility as a Service」の略で、目的地

までのルートや移動手段、さらには街な

かの飲食・物販店、イベント等の検索・

予約・決済等に至るまで、スマートフォ

ンのアプリ等で一括して行うことができ

る仕組みのこと。 

【MICE】 

企業等の会議（Meeting）、企業等の行う

報奨・研修旅行（Incentive Travel）、国

際機関・団体、学会等が行う国際会議

（Convention）、展示会・見本市、イベン

ト（Exhibition/Event）の頭文字のこと

であり、多くの集客交流が見込まれるビ

ジネスイベントの総称。 

【まちづくり支援専門家派遣制度】 

地域が主体的に行うまちづくり活動を支

援し、地域特性や資源を生かした個性あ

るまちづくりを推進するため、まちづく

りを行っている団体にまちづくり専門家

を派遣することにより、専門的な助言や

まちづくりに関する情報提供などを行っ

ていく制度。まちづくり活動の性格や熟

度に応じて、まちづくりアドバイザーま

たはまちづくりコンサルタントを派遣す

る。 

【みどりの回廊づくり】 

仙台駅を中心として半径 2キロメートル

を目安に公共施設、公園、水辺の緑化、

並木道の整備。緑を感じ、歩いて楽しめ

る都心の街並みづくり。 

【無電柱化】 

電線（電力線・通信線など）および関連

施設を地中に埋設し、道路上から電柱を

無くすこと。景観の改善や防災、路上ス

ペースの確保などを目的に行われる。 

【モビリティ・マネジメント】 

一人ひとりのモビリティ（移動）が個人

的にも社会的にも望ましい方向へ自発的

に変化することを促す、コミュニケーシ

ョン施策を中心とした公共交通の利用促

進施策。一人ひとりが、自分の目的に合

わせて、自動車交通と公共交通を上手く

使い分けるという行動変化により、公共

交通への利用転換が図られる。 
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【容積率】 

敷地面積に対する建築延べ面積の割合の

こと。用途地域等に応じて定められてい

る。 

【用途地域】 

建築物の用途や建蔽率、高さなどに制限

を加えることにより多種多様な用途の建

築物の混在を防止し、地域特性に応じた

良好な都市環境を形成することを目的と

して都市計画を定める地域。13種類に区

分され、用途地域ごとの具体的な建築制

限については、建築基準法で定められて

いる。 
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【リノベーション】 

革新、刷新、修復。既存の施設や機能に

新たな要素を加える等により、従来の性

能を向上させて新たな付加価値を生み出

す手法の意味で用いられる。 

【緑化重点地区】 

都市緑地法にもとづき定めた重点的に緑

化の推進に配慮を加えるべき地区。 

【緑地協定】 

都市計画区域内における相当規模の一団

の土地または道路、河川などに隣接する

区間にわたる土地について市街地の良好

な環境を確保するため、土地所有者など

全員の合意により当該土地の区域におけ

る緑地の保全または緑化に関する事項を

取り決めた協定。 

【六次産業化】 

農業や水産業などの生産（一次）だけで

なく、食品加工（二次）、流通・販売など

（三次）にも生産者が主体的かつ総合的

にかかわることで、第二次・三次産業事

業者が得ていた付加価値を生産者が得よ

うとする取り組み。 

 



 

93 

【路線防火地域】 

大震災時の延焼防止と避難路の安全性を

確保するため、幹線道路の沿道に指定さ

れた防火地域。防火地域内では、建築物

は耐火建築物または準耐火建築物としな

ければならない。 

 


